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災害時におけるＢＣＰの実践

東日本大震災などの被災経験と対応／ＢＣＰの活用事例

社会福祉法人若竹会（岩手県）

常務理事 菊 池 俊 則

独立行政法人 福祉医療機構

令和５年度 業務継続計画（ＢＣＰ）対策セミナー
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事業の実施地域 ： 岩手県宮古市 （宮古福祉圏域）

人口 ： ４７，１７１人 （宮古福祉圏域 ７２，５９９人）

高齢化率 ： ３９．２％ （地域医療情報システム）

本州最東端に位置、香川県の約７０％ほどの面積

総面積の８０％を山林が占め、平野部が少ない

可住地面積は９％、少ない平野部に人口が集中している

県庁所在地：盛岡市から車で１時間強（約１００ｋｍ）

主たる産業は、水産業、輸入木材・電子部品加工など

災害や高規格道の整備等で、人口減少が進んでいる

※ 福祉圏域単位では、年間１千人ほど減少し続けている

設立 ： 昭和５０年（経営母体は医療法人）

職員 ： ３８５人
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施 設 名 事 業 名 定 員

障害福祉
サービス

わかたけ学園 障害者支援施設 ７８

自立生活支援センター ウイリー 宿泊型自立訓練／障害者就業・生活支援センター ２０

あっとほうむＬｉｆｅみやこ 共同生活援助（グループホーム） ８５

ＳＥＬＰわかたけ 生活介護／就労継続支援（Ｂ型） ４０

ワークプラザみやこ 就労移行・定着支援／就労継続支援（Ｂ型） ４０

新たな郷わかたけ

福祉型障害児入所施設 １６

児童発達支援 １０

障害者支援施設 ４０

地域生活支援拠点つむぎ

就労継続支援（Ｂ型） ２０

日中サービス支援型グループホーム １０

相談支援事業

高齢福祉
サービス

特別養護老人ホーム サンホームみやこ

介護老人福祉施設 ５０

短期入所生活介護 ２０

通所介護 ３０

訪問介護・居宅介護・訪問入浴

特別養護老人ホーム サンホームみやこ絆

地域密着型小規模特養 ２９

短期入所生活介護 １０

通所介護 １０

ケアハウスサンホームみやこ 軽費老人ホーム １８

グループホーム サンフラワー 認知症対応型共同生活援助事業 ９
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■ 東日本大震災発生時の状況

地震発生

津波発生

ご利用者の生命・安全の確保
屋外（園庭・近隣の公園等）などへ１次避難

混線等により通信手段が断絶
送迎車輌の運行ストップ／市内利用者の避難誘導

大津波によりインフラ関係ダウン

ご利用者の生命維持・職員配慮
津波浸水区域は、一般避難所で津波警報解除を待った。

その他の施設は、備蓄品等で衣食住を確保した。

一定の安全確保後、被災地域の職員を退勤させた。

震災直後（初動）は、事業所・職員の判断で危機回避した。
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福祉避難所として機能開放が求められた
震災直後は、入所・通所を問わず一時避難所として施設機能を開放せざるを得なかった。

情報管理機能に多大なストレスが生じた
通信・移動手段が乏しい中で、安否確認・情報共有・指示伝達に時間を割かれた。

無力さを感じながら・・・多くの方々にご支援いただいた。

地域の中で物資が枯渇、消費活動がストップした
物流機能が停止することで物資が枯渇、職員の労働力を確保するのも困難となった。

※ 震災以降の状況を要約したものであり、詳細については省略しています。

公助・共助により、徐々に支援の手が届いた
【公助】 災害対策本部等を通じ、緊急支援物資・給水車等の支援があった。

【共助】 関係行政・団体・取引業者・一般市民等からの支援・配慮があった。

※ 経営協をはじめ、種別協・各種団体などから様々なご支援をいただいた。

■ 東日本大震災から数日間の概況
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～ 東日本大震災の教訓 ～
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https://www.zenkoku-skk.ne.jp/cms/wp-

content/uploads/2017/03/e6b4c3f3dbe238635f9e62c242b0286f.pdf

https://www.zenkoku-skk.ne.jp/cms/wp-

content/uploads/2017/03/mngmt_26hk.pdf

全国社会福祉法人経営青年会での取組
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全国社会福祉法人経営青年会での取組
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ＢＣＰの実効性を高める ＢＣＭ：事業継続マネジメント
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業務継続ガイドライン（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/content/000749543.pdf https://www.mhlw.go.jp/content/001073001.pdf
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実践例 → 災害対策（ＢＣＰ）の捉え方

既存の仕組みを活用する

可能な限り簡略化する

フェーズ（時間軸）で整理

リスクを再アセスメントする

携帯できるように保管する

マネジメントサイクルさせる

災害発生

事業復旧

時
間
軸

各事業所単位で

生命と安全を最優先

安全と生活の維持

法人内外で連携

通常業務に復す
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実践例 → リスクの掌握と行動計画

〇 津波注意報～警報発令時における行動基準

〇 避難情報（洪水）の発令時における行動基準

〇 上記に係る地域のハザードマップ、指定避難所の一覧

〇 職員参集基準、（水防法による避難確保計画）

～ 災害時における実践例 ～

〇 台風の接近に伴い、浸水リスクのあるグループホーム利用者を事前避難

〇 入所系施設は、課長以上の幹部職員を参集（夜間帯の施設待機）

〇 当該施設への通勤路が土砂崩れにより寸断、数日間孤立状態となった

〇 結果、負傷者や不調者を出すことなく、事業を継続することができた
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■ 自然災害がもたらす事象 （東日本大震災の実例）

発生した事象 求められた事後対応（一部紹介）

道路の寸断 移動できない（車・バイク・自転車などの交通用具が使えない）

通信の遮断 情報が受発信できない（固定・携帯電話とも通話ができない）

停電 照明器具や冷暖房器具など、あらゆる電化製品が使えない

断水 飲料水や生活用水が確保できない（通常の調理ができない）

物資の枯渇 近隣商店や取引業者も被災、速やかに物資が調達できない

避難者の発生 通所利用者・職員のほか、地域住民なども避難してくる

行政機関の被災 公助（行政等による公的な支援）が速やかに機能しない

その他 被災地域の職員・職員の家族などへの配慮（一時避難や業務免除）
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実践例 → 移動手段と通信手段

〇 避難が必要な場合、避難ルートと避難場所、移動手段

〇 法人としての災害対策本部の設置場所・参集範囲

〇 各施設・事業所の職員・利用者連絡先リスト

〇 関係機関（行政・医療機関・取引先業者等）の連絡リスト

～ 災害時における実践例 ～

〇 平常時から複数のアクセスルートを確認、徒歩で交代要員を送った事例あり

〇 公用車（自動車）のほか、バイク・自転車等の移動用具を準備

〇 主要施設には衛星電話を設置、幹部職員はＬＩＮＥグループを常用

〇 アプリ・ビジネスチャットの導入を検討している



独立行政法人福祉医療機構 令和５年度業務継続計画対策セミナー 「災害時におけるＢＣＰの実践」 17

実践例 → 停電や断水時の対応①

〇 災害時優先業務、日課・勤務シフトの事前設定

〇 行政・保守・取引先業者の連絡先リスト

〇 停電時・復旧時の機器操作マニュアル

〇 代替手段（用品）の備蓄リスト

～ 災害時における実践例 ～

〇 停電や断水になった場合、その状況に合わせて業務を縮小せざるを得ない

〇 早期復旧するためには、行政機関や取引先業者への連絡が不可欠

〇 停電時は、発電機や蓄電池、代替用品（照明・暖房・電池類など）を備蓄

〇 生活用水は貯水タンク、トイレが作動するか確認しておく必要がある
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実践例 → 停電や断水時の対応②

〇 災害時優先業務、日課・勤務シフトの事前設定

〇 行政・保守・取引先業者（給食業務委託業者）の連絡先リスト

〇 停電時・復旧時の厨房機器操作マニュアル

〇 代替手段（飲料水・非常食）の備蓄リスト

～ 災害時における実践例 ～

〇 災害（停電・断水）時に給食提供業務が可能か、委託業者と事前確認しておく

〇 法人内で提供している場合、ローリングストックによるガス調理が可能

〇 小規模事業所であればレトルト食品、アウトドア用品も有効

〇 平常時に停電や断水を想定した「炊き出し訓練」なども実施した
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実践例 → マンパワー（勤務者）の確保

〇 職員参集基準

〇 各施設・事業所の職員連絡先リスト

〇 災害時優先業務、日課・勤務シフトの事前設定

〇 状況に応じた勤務者確保策の実践

～ 災害時における実践例 ～

〇 就業規則上、非常災害時や火災時には出勤義務がある※

〇 一方、災害時に職員がおかれた状況（被災・負傷等）に配慮する必要性もある

〇 勤務時間の変更、送迎バスの運行や乗り合い出勤などのフォロー策

〇 罹災証明に基づく勤務免除、時間外勤務手当の支給なども考慮
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■ 平成２８年．台風１０号での実践

太平洋
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■ 平成２８年．台風１０号での実践

・被災した要援護者の緊急受入

・被災した福祉施設の泥出し（宮古市）

・緊急支援物資搬送（以下、岩泉町）

・施設等の被災状況・ニーズ調査

・災害ボランティアセンター運営補助

人的な支援（運営・ボラの派遣）

物的な支援（テント等資材の提供）

閉鎖まで約２ヵ月間サポートした
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■ 次なる大規模災害への具体的な備え

予測することができない災害

法令等で求められる最低限・形式的な対策
＋

確実に生命・安全を守る事前対策

過去の判例を検索してみてください たとえ激甚災害であったとしても・・・

結果の予見可能性を誤ると

安全配慮・善管注意義務違反が問われる



独立行政法人福祉医療機構 令和５年度業務継続計画対策セミナー 「災害時におけるＢＣＰの実践」 23

法人・施設間連携と地域への公益的な取組



独立行政法人福祉医療機構 令和５年度業務継続計画対策セミナー 「災害時におけるＢＣＰの実践」 24

法人・施設間連携と地域への公益的な取組
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法人・施設間連携と地域への公益的な取組
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